
令和 5年 1月 31 日

一般社団法人 群馬県専修学校各種学校連合会

令和４年度設置者研修会

専修学校および各種学校に関する最新の情勢について

全国専修学校各種学校総連合会

参 与 菊 田 薫

１．学校法人制度改革の動向
 私立学校法改正とそれにともなう学校法人の対応

 私立学校法改正のスケジュール

２．高等教育の修学支援新制度の見直しについて
 経営要件の厳格化への対応

 中間層への支援の拡大

３．その他
 専修学校等振興議員連盟総会 ほか
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近年、学校法人のガバナンスの抜本改革と強化のための機関設計の見直しや事業運営に関する情報開示の徹底の必要性が、
これまでに増して強く認識されている。
こうした認識の下、令和元年1月～令和3年3月に開催された「学校法人のガバナンスに関する有識者会議」の報告書の具体的
提案のうち、法制度改正に必要な事項を中心に、令和3年12月に報告書が取りまとめられた。

会計監査人・計算書類（※）
• 機関として会計監査人の設置を義務付ける
• 財産目録・貸借対照表等の作成期限は、毎会計年度終了後

３か月以内とする
• 私立学校法、私立学校振興助成法の両法律の趣旨に適合

した学校法人会計基準を策定する

理事・理事会の職務・役割、選任
• 理事の選任・解任は評議員会が行う（いつでも決議によって解任）
• 任期は、選任後2年以内の最終事業年度に関する定時評議

員会の終結の時までとする
• 理事長は、理事会が選定・解職し、理事会に職務報告

監事の職務・役割、選任
• 監事の選任・解任は評議員会が行う
• 理事又は職員との兼任禁止（子法人も同様）
• 理事の親族・特殊関係者の就任禁止
• 理事の任期の倍以上の任期とする
• 法人・理事間の訴えで法人を代表する

（※）については、公益法人等に倣い、学生数、教職員数、収支等による
社会的な重要性と影響度を勘案した一定規模以上の学校法人に適用する。

内部統制システム（※）
• 法人の業務の適正を確保するための体制の整備義務
• 監事は、内部統制システムの実効性を監査する

評議員・評議員会の職務・役割、選任
• 評議員会を「最高監督・議決機関」とする
• 一定の重要事項につき評議員会の議決を要する
• 理事会・理事による評議員の選任・解任は認めない
• 現役（退職後５年まで）の理事や教職員との兼任は認めない
• 理事の任期よりも長い任期とする
• 評議員の最低人数は３名以上とする

事業活動実態に関する情報開示（※）
• 財務情報及び事業報告書は、統一様式に基づいて作成する
• 財務情報及び事業報告書は、学校法人共通のプラットフォーム

で開示する

「学校法人ガバナンスの抜本的改革と強化の具体策」【概要】
令和３年12月３日 学校法人ガバナンス改革会議

提言の主な内容

その他
• 「寄附行為」の名称を「定款」に変更する 5
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私立学校法改正法案骨子 

 

一 目的 

学校法人における円滑な業務の執行、幅広い関係者の意見の反映、逸脱した業務執

行の防止・是正を図るため、理事、監事、評議員及び会計監査人の選任及び解任の手

続、理事会及び評議員会の権限及び運営等の学校法人の管理運営に関する規定を整備

するとともに、特別背任罪等の罰則について定める。 

 

二 基本的な考え方 

学校法人制度改革は、次に掲げる事項を旨として実施する。 

１ 学校法人の機関設計について、「執行と監視・監督の役割の明確化・分離」の

考え方から、各機関の権限分配について、法人の意思決定と業務執行の権限や業

務執行に対する監督・監視の権限を明確に整理し、私立学校の特性に応じた形で

「建設的な協働と相互けん制」を確立する観点から、必要な法的規律を共通に明

確化して定める。 

２ 大臣所轄学校法人と知事所轄学校法人の区分その他の規模に応じた区分を設

け、寄附行為による自治を一定の範囲で許容し、学校法人の実情に対応する。知

事所轄学校法人であっても、広域通信制高等学校を運営する法人その他全国的に

展開するなどの大規模な法人について、大臣所轄学校法人と同等の扱いとする。 

３ 現状から変更が生じる事項については、負担の軽減と運営の継続性に鑑み、所

要の準備期間を設けるほか、大臣所轄学校法人以外の法人を中心として、必要に

応じて経過措置を定める。 

 

三 学校法人における意思決定 

 学校法人の意思決定の権限については、次に掲げる措置その他必要な制度改正を実

施する。 

１ 大臣所轄学校法人における学校法人の基礎的変更に係る事項（任意解散・合併）

及び重要な寄附行為の変更について、理事会の決定とともに評議員会の決議（承

認）を要することとする。 

 

四 理事・理事会 

理事・理事会については、次に掲げる措置その他必要な制度改正を実施する。 

１ 理事長の選定及び解職は、理事会において行うこととする。 

２ 業務に関する重要な決定は理事会で行い、理事に委任することを禁止すること

とする。 

３ 理事の選任を行う機関（以下「選任機関」という。）として評議員会その他の

機関を寄附行為で定めることとする。評議員会以外の機関が理事の選任を行う場
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合、あらかじめ選任機関において評議員会の意見を聴くこととする。 

４ 理事の解任について、客観的な解任事由（法令違反、職務上の義務違反、心身

の故障その他寄附行為で定める事由をいう。以下同じ。）を定め、評議員会は、

評議員会以外の選任機関が機能しない場合に解任事由のある理事の解任を当該

選任機関に求めたり、監事が機能しない場合に理事の行為の差止請求・責任追及

を監事に求めたりすることができることとする。評議員は、これらが機能しない

場合に自ら訴訟を提起できることとする。 

５ 校長理事については、解任事由がある場合に理事としての解任がなされるよう

に措置する。 

６ 大臣所轄学校法人においては、外部理事の数を引き上げることとする。また、

個人立幼稚園などが学校法人化する場合の理事数等の取扱いを定める。 

７ 理事の任期は、選任後４年を上限に寄附行為で定める期間内の最終会計年度に

関する定時評議員会の終結の時までとし、再任を認めるとともに、理事の任期が

監事及び評議員の任期を超えてはならないこととする。 

８ 理事は、理事会に職務報告をすることとし、知事所轄学校法人については、実

情を踏まえた柔軟な取扱いを認めることとする。 

９ 理事は、理事の立場で評議員会に出席し、必要な説明をすることとする。 

 

五 評議員・評議員会 

評議員及び評議員会については、次に掲げる措置その他必要な制度改正を実施す

る。 

１ 理事と評議員の兼職を禁止することとする。また、評議員の下限定数は、理事

の定数を超える数まで引き下げることとする。 

２ 評議員の選任は、評議員会が行うことを基本としつつ、理事・理事会により選

任される者の評議員の定数に占める数や割合に一定の上限を設けることとする。 

３ 教職員、役員近親者等については、それぞれ評議員の定数に占める数や割合に

一定の上限を設けることとする。 

４ 評議員は、学校の教育研究への理解や法人運営への識見を有する者とする。 

５ 評議員の任期は、選任後６年を上限に寄附行為で定める期間内の最終会計年度

に関する定時評議員会の終結の時までとし、再任を認める。 

６ 大臣所轄学校法人の評議員会について、評議員による招集要件の緩和や議題提

案権を措置する。 

７ 評議員は権限の範囲内において善管注意義務と損害賠償責任を負うことを明

確化する。評議員の不正行為や法令違反については、監事による所轄庁・理事会

・評議員会への報告や所轄庁による解任勧告の対象に加えることとする。 

 

六 監事 
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監事については、次に掲げる措置その他必要な制度改正を実施する。 

１ 監事の選解任は、評議員会の決議によって行うこととする。 

２ 役員近親者が監事に就任することを禁止する。 

３ 監事の解任について、客観的な解任事由を定め、監事は、評議員会において、

監事の選解任又は辞任について意見を述べることができることとする。 

４ 監事の任期は、選任後６年を上限に寄附行為で定める期間内の最終会計年度に

関する定時評議員会の終結の時までとし、理事の任期と同等以上でなければなら

ないこととする。 

５ 特に規模の大きい大臣所轄学校法人については、監事の一部を常勤化すること

とする。 

６ 監事は、評議員会に対する監査報告に限らず、評議員会に出席し意見を述べる

こととする。 

 

七 会計監査 

会計監査については、次に掲げる措置その他必要な制度改正を実施する。 

１ 大臣所轄学校法人においては、会計監査人が会計監査を行うこととし、その選

解任の手続や欠格要件等を定める。 

２ 私学助成の交付を受けていない法人も含め計算書類や会計基準を一元化し、計

算書類の作成期限を会計年度終了から３か月以内に延長することとする。 

３ １の会計監査を受ける場合に私立学校振興助成法に基づく公認会計士又は監

査法人による監査を重ねて受ける必要が生じないよう措置する。 

 

八 内部統制システムの整備 

大臣所轄学校法人においては、学校法人の業務の適正を確保するために必要なリス

クマネジメント、内部監査、監事の補助、職員等から監事への内部通報等に係る内部

統制システムの整備を決定する義務を理事会が負うことを明確化する。 

 

九 その他 

１ 監事が子法人の業務を執行する理事・取締役や社員等を兼職することを禁止す

る。子法人から公認会計士又は監査法人の業務以外の業務で継続的な報酬を受け

ている者を会計監査人としてはならないこととする。 

２ 監事・会計監査人が子法人を調査対象とすることができるようにする。 

３ 役員等による特別背任、目的外の投機取引、贈収賄及び不正手段での認可取得

についての刑事罰を整備する。 

４ 理事会及び評議員会の議事録の作成・閲覧や画一的・早期の紛争解決に資する

訴訟制度の整備など、学校法人固有の事情の考慮を特段要しない事項について

は、他の法人制度を参考に導入する。 
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（別紙） 

規模に応じた対応案 

 

事項 

大臣所轄の学校法人 

（大学・短大・高専を設置する学校法人）
※

 

 

※大規模・広域の知事所轄法人も追加可能とする 

知事所轄の学校法人 

（左記以外の学校法人） 

理事定数 5人以上【現行どおり】 
5人以上【現行どおり】 

（附則 6 条園からの移行措置も検討）【新規】 

外部理事の数 2人以上【新規：修学支援新制度に同じ】 1人以上【現行どおり】 

理事の理事会へ

の職務報告 
年 4回以上【新規】 年 2 回以上（寄附行為の定め）【新規】  

内部統制システム 

理事会による方針決定【新規】 任意【新規】 

役員の善管注意義務【現行どおり】 

評議員会の決議

・承認等 

解散・合併・重要な寄附行為変更【新規】 ― 

寄附行為で定めた事項、役員の責任の一部免除【現行どおり】 

役員近親者等・

教職員などの 

評議員 

属性ごとの上限の設定を検討【新規】 
属性ごとの上限の設定を検討【新規】 

（小規模法人への配慮も含め検討）【新規】 

評議員の権限 
3 分の 1 以上の評議員による招集請求 3 分の 1 以上の評議員による招集請求 

（要件の緩和を検討）【新規】 【現行どおり】 

監査体制 

監事の補助・内部監査、 

監事と会計監査人の連携、 

監事への内部通報など【新規】 

任意（内部規程）【新規】 

理事近親者等の

監事就任 
禁止【新規】 

禁止【新規】 

（小規模法人の移行措置も含め検討）【新規】 

会計監査人 設置義務【新規】 任意（寄附行為の定め）【新規】 

振興助成法に 

基づく監査 

一定額の私学助成を受けた場合【現行どおり】 

（計算書類・会計基準を一元化、会計監査人の会計監査報告で代替）【新規】  

備考 上記以外にも、小規模な法人の運営実態等に鑑みた配慮措置・移行措置を検討する。 
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「高等教育の修学支援新制度の見直しについて」【概要】
（令和４年12月14日 「高等教育の修学支援新制度の在り方検討会議」報告）

1

＜改正案＞

下記の１．又は２．のいずれかに該当する場合、対象機関とはしない。

１．収支差額や外部負債の超過に関する要件

下記①・②いずれにも該当すること

①直前３年度全ての収支計算書の「経常収支差額」がマイナスであること

②直前年度の貸借対照表の「運用資産－外部負債」がマイナスであること

２．収容定員に関する要件

（大学・短期大学・高等専門学校の場合）

直近３年度全ての収容定員充足率が８割未満であること

但し、直近の収容定員充足率が５割未満に該当しない場合であって、直近の進学・就職率が９割を超え
る場合は、確認取消を猶予する。

（専門学校の場合）

直近３年度全ての収容定員充足率が５割未満であること

但し、地域の経済社会にとって重要な専門人材の育成に貢献していると設置認可権者である都道府県知
事等が認める場合※は、確認取消を猶予する。
※ 各都道府県知事等の判断にあたっては、例えば、他の教育機関による代替の困難性や卒業生の地元就職率など、国として一定の判断基準を示す。

１．機関要件の審査について

入試科目の見直し、入学後の文理横断型の教育、複線的・多面的な学び、全学的なデータサイエンス教育等
の総合知を育成するための学生の学びの充実に向けた取り組みについて、機関要件確認申請書類の様式に記
載事項欄を追加し、こうした取組を実施している場合には各学校が記載することで、情報公開を進め、学生
を含む外部の評価を促すこととする。

（１）経営に係る要件の見直し

（２）総合知に係る取組の審査への反映

1

２．中間層への拡大について
（１）拡大の対象（基本的な枠組み及び優先順位）

（２）多子世帯の考え方,（３）理学・工学・農学系の範囲

○ 現在、修学支援新制度の対象となっていない中間所得層（負担軽減の必要性の高い多子世帯や理学・工
学・農学系の学部で学ぶ学生等）への対象範囲の拡大については、現行の３段階の支援区分に加え、新た
に４番目の支援区分を設ける。

○ 新たな４番目の支援区分の具体的な所得基準や支給額については、今後、財源と併せ政府において検討。

○ 中間所得層の支援対象については、財源確保とのバランスをとって議論を行うため優先順位を付けること
が必要である。優先順位付けにあたっては、政府としての大きな課題である「少子化対策」、「デジタル
やグリーンなど成長分野の振興」に資するものとする。

○ 少子化対策の観点からは子供の数３人以上の多子世帯(「２人」という意見もあったが少子化対策上の効果を重視)

○ デジタルやグリーンなど成長分野の振興の観点からは、（社会実装には幅広い分野の人材が必要であるも
のの）より関連の強い、理学・工学・農学系とする。なお、国公立より私立の方が授業料などの負担が重
い実態を踏まえる必要。

○ 支援の対象とする「多子世帯」については、「大学等に在籍する学生の世帯に、学生本人含め「扶養され
る子供」が３人以上いること」とする。

○ 具体的な理学・工学・農学系の特定方法については、大学・短期大学・高等専門学校の場合は、学部又は
学科を単位とし、学位の分野が「理学」、「工学」、「農学」の学部・学科を対象とする。学際分野につ
いては、学位の分野に「理学」、「工学」、「農学」が含まれていれば対象とする。専門学校の場合は、
学科を単位とし、学科の属する分野が「工業関係」、「農業関係」の学科を対象とする。

2

【参考１】高等学校等就学支援金における私立高校等の加算の年収上限：約600万円（両親(一方が就労)、子供２人の家族構成の場合）
【参考２】高等教育の修学支援新制度の満額の1/4（私大自宅外の場合）：40.2万円（cf. 高校就学支援金（私立高加算含む）：39.6万円）
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３．今後の検討課題

（状況の推移を踏まえた機関要件の見直し）

○ 人口減少社会のなかで、質の高い高等教育と全国各地の高等教育の選択肢の確保との両立を図るべく、学
生個人に対する修学支援の制度のみならず高等教育行政全体で取り組んでいくとともに、本制度の機関要
件においても状況の推移を踏まえながら必要に応じて見直しを検討していくことが望ましい。

（少子化対策としての修学支援）

○ 複数の団体や本検討会議からは、所得制限を設けることなく多子世帯支援を進める声が上がっているが、
その実現には恒久的な財源の確保が必要である。政府においては、日本社会の根幹を揺るがしつつある少
子化問題に、どのような形で対応するのが有効であるか、引き続き検討を進められたい。

（大学院段階も含めたシームレスな支援）

○ 大学院段階における新たな仕組みの創設も提言される中、大学院も含めたシームレスな支援体制が望まれ
る。また、義務教育段階や高等学校段階も含め、修学支援が学校教育段階を通じて一貫して行われており、
安心して学べる環境にあることを広く周知する必要。

本報告の制度の改善、見直しの提言については、福祉など他の行政分野や、地方公共団体などとも連携しつ
つ、総合的な視点から取り組んでいくことが重要。

33

（参考）高等教育の修学支援新制度の在り方検討会議について

＜検討内容＞

「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について」（令和４年５月10日教育未来創造会議第一次

提言）及び「経済財政運営と改革の基本方針2022」（令和４年６月７日）を踏まえ、高等教育の修学支援

新制度（以下「新制度」という。）の今後の在り方について検討を行う。

赤井 伸郎 国立大学法人大阪大学国際公共政策研究科長
大村 秀章 愛知県知事、

全国知事会 文教・スポーツ常任委員会委員
千葉 茂 学校法人片柳学園理事長
仁科 弘重 国立大学法人愛媛大学学長

座長 福原 紀彦 日本私立学校振興・共済事業団理事長
室橋 祐貴 日本若者協議会代表理事
吉岡 知哉 独立行政法人日本学生支援機構理事長

＜検討体制＞

（役職はR４．８．２４現在）

第１回 令和４年 ８月２４日 高等教育の修学支援新制度の現状について

教育未来創造会議第一次提言について

第２回 令和４年 ９月２６日 学生を保護する視点からの機関要件の厳格化について

学生の学びの充実に向けた機関要件の活用について

第３回 令和４年１０月１８日 理工系及び農学系の学生等への支援拡充について

多子世帯への支援拡充について

第４回 令和４年１１月１４日 機関要件の見直しに関するヒアリング

第５回 令和４年１２月１２日 高等教育の修学支援新制度の見直しについて（報告案）

＜検討経緯＞
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令和 4 年 11 月 25 日 

 

自由民主党 専修学校等振興議員連盟 

 会 長    塩  谷   立 殿 

 

全国専修学校各種学校総連合会 

会 長  福 田  益 和 

 

専修学校の振興に関する要望について 

 

日頃から専修学校振興のため、ご理解ご支援を賜りますこと、心より御礼申し上げます。 

わが国の中核的職業教育機関である専修学校は、制度創設以来、約 1 千３百万人を超す卒

業者を地域経済社会の担い手として輩出し、現在も約 64 万人の学生生徒が職業的自立を

目指して学んでいます。 

今もなお影響色濃い新型コロナウイルス感染症に加え、生産人口減少、グローバル化に

伴う国際競争力強化への対応など、わが国が向き合うべき課題は年々多様化しております。 

一方、先端技術の急速な進展や、デジタルトランスフォーメーション（DX）推進による

生産性向上、女性・高齢者など幅広い層への就労意識の広がりなど、新しい社会に向けた

歩みも確実に始まっています。 

そして政府は「成長と分配の好循環」等をコンセプトとした「新しい資本主義」の実現

に向け、「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」実施に動き出しました。 

こうした、大きな社会変革の波が押し寄せるなか、人材育成、そのための職業教育・キ

ャリア教育の重要性は、今後ますます高まっていくと思われます。 

特に、その社会的重要性が再評価されつつあるエッセンシャルワーカーをはじめ、時代

のニーズに即応した人材養成のための職業教育・キャリア教育を行ってきた専修学校につ

いては、これまでの実績と今後の役割に鑑み、支援の充実をお願い申し上げます。 

 

〈専修学校の振興策関連の要望事項〉 

1. 「職業実践専門課程」の振興方策の推進 

企業等と組織的に連携し実践的な職業教育に取り組む専門課程を文部科学大臣が認定す

る「職業実践専門課程」について、教育機能等の充実を図るとともに、「専修学校の質保

証・向上に関する調査研究協力者会議」の議論を踏まえ、質保証・向上の取組を一層推進

すること。 

また、都道府県による職業実践専門課程に認定された専門学校への運営費補助に対する

取組の促進のため、引き続き国において特別交付税措置を講ずること。 
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2．高等専修学校の振興方策の推進 

わが国の後期中等教育機関として職業教育を受けた生徒を地域社会へ輩出してきただけ

でなく、多様な背景を持つ子供達を受け入れる「学びのセーフティネット」としても機能

してきた高等専修学校について、その運営の支援を所轄庁である都道府県と連携しつつ推

進すること。 

 

3．留学生関連について 

 〇専門学校留学希望者の受け入れの促進及び卒業後の就職機会の拡大 

生産人口が今後継続的かつ劇的に減少していくわが国の産業と地域社会を維持発展させ

るため、在外公館における積極的な情報提供等を含め専門学校への優秀な外国人留学希望 

者の受け入れを大幅に促進し、極めて限定列挙的発想で運用されている在留資格の在り方

を根本的に見直し、留学生の卒業後の就職機会を拡大すること。具体的には、特に地方の

中小零細企業への専門学校留学生の卒業後の就職を推進するため、職種・業種の限定をで

きる限り緩和することについて、経済各団体の要望※も踏まえつつ、法務省と文部科学省

で検討すること。 

※Innovation Migration Policies-2030 年に向けた外国人政策のあり方（2022 年 2 月 15 日一般社団法人日本経

済団体連合会）,コロナ問題の在留外国人の影響と必要な対応（2020 年 5 月 22 日一般社団法人新経済連盟）,

多様な人材の活躍に関する重点要望（2022 年 10 月 21 日日本商工会議所・東京商工会議所） 

〇日本語教育の期間延長 

留学生 30 万人計画の達成に伴う非漢字圏からの留学生数の大幅な増加に鑑みて、確実

な日本語能力獲得の観点から、日本語教育機関に在籍できる期間の上限を現行の２年から

３年に延長することについて、法務省と文部科学省で検討すること。 

〇高等専修学校への留学要件の適正化 

現在専修学校制度の枠内で一律的に要件が設定されている外国人留学生の受け入れにつ

いて、特に大学入学資格を有する３年制の高等専修学校に関しては、後期中等教育機関と

して留学要件を高等学校と同等に適正化することについて、法務省と文部科学省で検討す

ること。 

 

4．公共職業能力開発施設における教育訓練の専修学校等との役割分担の明確化 

各都道府県が実施している公共職業訓練について、平成 10 年「公共職業能力開発施設と

専修学校等との調整等について」が労働省・文部省（当時）の課長名で発出され、調整が

図られたが改善がなされず、その後平成 26 年に改めて厚労省能力開発課長通知が出され

ている。しかしながら、継続的な要望にも関わらず依然として専修学校等で実施する教育

内容と同じ訓練が各地で実施されていることから、適正に運用されるよう厚生労働省から

各都道府県に対して強く指導すること。 
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5．専修学校及び学生生徒に対する災害救済支援措置の整備 

近年、予測を超えた自然災害が多発していること、また将来、大規模災害の発生が予見

されていることから、被災した専修学校の学生生徒その保護者が通常の生活をいち早く取

り戻せること、また被災した専修学校が地域の職業教育機関として従来どおりの教育機能

を果たすことが可能となるよう、法律改正を含め必要な災害救済支援措置を整備すること。 

 

〈予算関連の要望事項〉 

1. 専修学校教育の振興に資する取組 

（１）社会のニーズに対応した専修学校教育の人材養成機能の向上 

①専門職業人材の最新技能アップデートのための専修学校リカレント教育の推進 

これまでになく社会の変化が激しさを増す中、労働力世代の個々人のリスキリングに

よる生産性の向上のため、専修学校と企業・業界団体等が連携体制を構築し、各職業分

野において受講者の知識・スキルを最新のものにアップデートできるリカレント教育の

コンテンツ作成及び学びの機会の充実を推進すること。 

②地域産業中核的人材養成事業の推進 

専修学校を活用した産学官の連携体制を構築し、各地域の特性に応じた中核的専門・

高度人材の養成を充実するとともに、わが国の成長を牽引する人材の養成の観点から、

数理・データサイエンス・AI 教育の充実や DX 人材の養成、専門学校と高校の有機的連

携による高・専一貫した教育プログラム等の開発を拡充すること。 

また、高等専修学校と各地域が連携する「チーム高等専修学校」の構築を通じて、「学

びのセーフティネット」機能の充実・強化に向けた教育実践の取組を推進すること。 

③専修学校における先端技術を利活用した教育方法等の実証研究の推進 

実践的な職業教育を通じ、専修学校において社会に必要不可欠な専門人材の供給を 

継続するため、専修学校における遠隔教育導⼊モデルの構築を継続すること。 

④専修学校留学生の学びの支援推進事業等の充実 

コロナ禍で減少した専門学校における外国人留学生への学びの支援を推進するため、

専修学校留学生の学びの支援推進事業を継続すること。 

また、産業界における高度かつ専門的な外国人材の需要拡大に対応するため、専門学

校の国費外国人留学生の採用人数を拡充するとともに、私費留学生に対する留学生受入

れ促進プログラム（旧外国人留学生学習奨励費給付制度）の専門学校枠（一般枠、特別

枠、予約枠）を大幅に拡充すること。 

 

（２）多様な職業分野における専修学校教育の質保証・向上 

①「職業実践専門課程」等を通じた専修学校の質保証・向上の推進 

専修学校における教学マネジメントの強化、教職員の資質能力の向上、職業実践専門

課程の充実等を通じて専修学校の質保証・向上を図るための事業を充実すること。 
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②専修学校と地域の連携深化による「職業教育魅力発信力」強化事業の充実 

専修学校が担う実践的な職業教育に関する理解を促進するため、地域の中学校・高校

や企業等の各ステークホルダーを意識した効果的な情報集約・情報発信等の在り方・手

法についての検討・検証、文部科学省「＃知る専」などを通じた専修学校の職業教育の

魅力発信力強化、職業教育の理解促進や職業接続も含めた幅広い視野からの進路選択可

能な環境を実現すること。 

２．専修学校の教育体制及び施設整備に関する取組 

（１）専修学校の教育基盤整備の支援 

①施設整備費補助金の拡充 

学生生徒が安心して学ぶことができる環境を確保するため、耐震補強その他激甚化す

る自然災害への防災機能強化、アスベスト対策、環境に配慮したエコキャンパスの整備

等に加え、ウィズコロナ・アフターコロナの下での衛生環境改善（空調・換気設備の改

修等）に関する施設整備費補助金を拡充するとともに、専修学校の規模に応じた適切な

補助下限額を設定すること。 

②研究設備整備費等補助金の拡充 

ICT を活用した学習環境の構築のための情報処理関係設備の整備に係る経費の補助を

拡充すること。 

 

３．専修学校への修学支援に関する取組 

（１）専門学校生の経済的負担の軽減 

①私立専門学校生に対する修学支援の充実 

高等教育の修学支援新制度の見直しに当たっては、中間層を含め幅広く支援すること。

また、支援対象者となる高校等の生徒に対し、専門学校を含めた公平かつ適切な進路指

導を行うこと。 

（２）高等専修学校生の経済的負担の軽減 

①高等学校等就学支援金等の充実 

私立高校の授業料の実質無償化に当たって、現在、私立高校生と同等の支援を受けて

いる私立高等専修学校生について、引き続き同様の措置を講ずること。 

また、所轄庁が行う私立高等専修学校授業料減免補助に要した経費の一部に対する、

国の特別交付税措置を継続すること。 

 

〈税制関連の要望事項〉 

教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置については、教育投資や経済活

性化に広く寄与していることから、適用期限を延長するとともに、利用上限額の引き上げ

も含めた非課税措置を拡充すること。 

以上 
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専 修 学 校 等 の 振 興 に 関 す る 決 議  

 
人 へ の 投 資 、 デ ジ タ ル 化 へ の 投 資 は 「 新 し い 資 本 主 義 」 の 柱 で あ る 。 そ

し て 、 教 育 へ の 支 出 は コ ス ト で は な く 投 資 で あ る 、 と い う こ と は 本 議 連

に お い て も 従 来 申 し 上 げ て き た こ と で あ る 。  

具 体 の 取 組 と し て 、 「 デ ジ タ ル 田 園 都 市 国 家 構 想 」 等 を 踏 ま え た デ ジ タ

ル 人 材 の 育 成 、 リ カ レ ン ト 教 育 等 を 急 ぎ 進 め る 必 要 が あ る 。  

専 修 学 校 等 は 、 地 域 の 実 践 的 な 職 業 教 育 機 関 と し て 、 我 が 国 社 会 の 発

展 に 大 き な 役 割 を 果 た し て き た 。 今 後 と も 、 職 業 実 践 専 門 課 程 、 修 学 支 援

新 制 度 な ど の 取 組 に よ り 教 育 の 質 を 保 障 し 、 実 践 的 な 技 術 や 資 格 を 備 え 、

地 域 経 済 社 会 を 支 え る 人 材 の 育 成 に 取 り 組 む 必 要 が あ る 。  

留 学 生 の 受 入 れ は 、 制 度 の 全 体 像 を 見 な が ら 戦 略 的 に 進 め る 必 要 が あ

る 。 そ の 前 提 の 下 、 質 の 高 い 専 門 学 校 等 で 学 修 し 、 優 秀 で 、 我 が 国 に 理 解

の あ る 留 学 生 に つ い て は 、 地 域 産 業 の 発 展 の 観 点 や 経 済 界 か ら の 要 望 も

踏 ま え た 対 応 が 考 え ら れ る 。  

専 修 学 校 等 が 持 つ 職 業 教 育 機 能 の 活 用 及 び 専 修 学 校 等 に 対 す る 支 援 の

一 層 の 充 実 を 実 現 す る た め 、 特 に 政 府 に お け る 次 の 事 項 の 重 点 的 な 取 組

を 求 め る こ と を 、 こ こ に 総 意 を も っ て 決 議 す る 。  
 

一 、 専 修 学 校 等 全 体 の 質 保 証 と 先 端 的 な 取 組 の 推 進 を 図 る こ と 。 具 体

的 に は 、 専 門 人 材 の 技 能 ア ッ プ デ ー ト の た め の リ カ レ ン ト 教 育 プ

ロ グ ラ ム の 確 立 、 Ｄ Ｘ 人 材 養 成 、 Ａ Ｉ 等 の 先 端 技 術 の 活 用 、 「 ＃

知 る 専 」 を 通 じ た 職 業 教 育 の 魅 力 発 信 な ど 専 修 学 校 教 育 の 振 興 に

資 す る 取 組 、 並 び に 教 育 装 置 ・ 耐 震 化 ・ エ コ 改 修 等 の 学 校 施 設 の

改 善 、 情 報 処 理 関 係 設 備 の 整 備 等 の 学 習 環 境 充 実 の た め の 所 要 の

予 算 を 確 保 す る こ と 。  
 

二 、 企 業 等 と 連 携 し た 「 職 業 実 践 専 門 課 程 」 に つ い て 、 そ の 質 保 証 ・

向 上 の 取 組 の 推 進 を 図 る こ と 。 令 和 ４ 年 度 よ り 新 た に 特 別 交 付 税

措 置 が 講 じ ら れ る こ と を 契 機 と し 、 都 道 府 県 に よ る 職 業 実 践 専 門

課 程 に 認 定 さ れ た 専 門 学 校 へ の 運 営 費 補 助 に 対 す る 取 組 の 推 進 を

図 る こ と 。 ま た 、 「 学 び の セ ー フ テ ィ ネ ッ ト 」 と し て も 機 能 し て

き た 高 等 専 修 学 校 に つ い て 、 そ の 運 営 の 支 援 を 都 道 府 県 と 連 携 し

つ つ 推 進 す る こ と 。 な お 、 公 共 職 業 能 力 開 発 施 設 に お け る 教 育 訓

練 の 実 施 に あ た っ て は 、 専 修 学 校 と の 緊 密 な 連 携 の も と 官 民 の 役

割 分 担 に つ い て 十 分 な 徹 底 を 図 る こ と 。  
 

三 、 意 欲 と 希 望 が あ る 全 て の 者 の 学 び を 支 援 す る た め 、 修 学 支 援 新 制

度 に つ い て 、 中 間 所 得 層 （ 多 子 世 帯 や 、 専 門 学 校 の 工 学 ・ 農 学 系

の 学 生 ） に 対 す る 支 援 の 拡 充 を 図 る こ と 。 「 機 関 要 件 の 厳 格 化 」

の 検 討 に つ い て は 、 専 門 学 校 が 地 域 で 活 躍 す る 人 材 の 輩 出 に 果 た

し て き た 役 割 や 、 大 学 と の 財 政 支 援 の 在 り 方 の 違 い 等 、 そ の 実 情

を 十 分 考 慮 し た 設 計 と す る こ と 。  
 

四 、 教 育 資 金 の 一 括 贈 与 に 係 る 贈 与 税 非 課 税 措 置 に つ い て 、 高 齢 者 世

代 か ら 現 役 世 代 へ の 資 産 移 転 を 促 進 す る こ と に よ り 、 学 生 等 の 教

育 資 金 の 確 保 、 教 育 費 負 担 の 軽 減 や 、 経 済 活 性 化 に も 大 き く 寄 与

し て き た こ と を 踏 ま え 、 適 用 期 限 の 延 長 と 利 用 上 限 額 の 引 き 上 げ

を 含 め た 非 課 税 措 置 の 拡 充 を 検 討 す る こ と 。  
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五 、 地 域 経 済 社 会 を 支 え る 日 本 人 の 育 成 が 中 心 で あ る こ と を 前 提 と し

た 上 で 、 質 の 高 い 専 門 学 校 で 学 修 し た 、 地 域 産 業 の 高 度 化 や 国 際

化 を 牽 引 す る 留 学 生 に 対 す る 卒 業 後 の 活 躍 を 見 据 え た 制 度 の 在 り

方 に つ い て 、 関 係 省 庁 に よ る 緊 密 な 連 携 の 下 、 検 討 す る こ と 。  
 

令 和 四 年 十 一 月 二 十 五 日  

自 由 民 主 党  専 修 学 校 等 振 興 議 員 連 盟  
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